
長岡造形大学学生規程 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この規程は、長岡造形大学（以下「本学」という。）がその目的を円滑に実施する

ため、長岡造形大学学則（以下「学則」という。）第２１条第１項及び長岡造形大学大学

院学則（以下「大学院学則」という。）第１６条第１項の定めにより合格の通知を受けた

者で本学の入学の許可を受けようとする者（以下「入学の許可を受けようとする者」と

いう。）及び学生に関し、必要な事項について定めることを目的とする。 

 

第２章 入学手続等 

 

（入学手続書類） 

第２条 入学の許可を受けようとする者は、指定の期日までに次の書類を学長に提出する

ものとする。 

（１） 誓約書 

（２） 身元保証書 

（３） 学生記録票 

（４） その他学長が必要と認める書類 

 

（身元保証人） 

第３条 入学の許可を受けようとする者は、その者の学生としての行為及び授業料等の納

付について責任を負う保証人を定めなければならない。 

２ 保証人は、父母又はこれに準ずる者とする。 

３ 保証人が転居等をしたときは、身元保証書変更届を学長に提出するものとする。 

４ 保証人の変更、死亡その他の事由によってその責任を果たすことができなくなったと

きは、新たに保証人を定め、身元保証書を学長に提出しなければならない。 

 

（学生記録票） 

第４条 学生記録票の記載事項に変更があったときは、学生記録票変更届を学長に提出す

るものとする。 

 

第３章 欠席届 

 

（欠席） 



第５条 継続して２週間以上欠席しようとするときは、欠席届を学長に提出するものとす

る。ただし、長岡造形大学履修規程第１１条に規定する公欠に該当する場合はこの限り

ではない。 

２ 前項に規定する欠席の事由が疾病による場合は、医師の診断書を添付するものとする。 

３ あらかじめ第１項による欠席が判明している場合は、事前に欠席届を提出するととも

に、当該授業の担当教員に個別に欠席事由を説明するものとする。 

４ やむを得ない事情により事前に届を提出もしくは事由の説明ができないときは、事後

すみやかに行うものとする。 

 

第４章 休学等 

 

（休学等の手続） 

第７条 学生は、休学、退学、復学又は留学（以下「休学等」という。）をしようとすると

きは、別に定める様式により、保証人と連署のうえ、休学等を開始する日の前日までに

学長に願い出なければならない。 

２ 前項に規定する休学、退学又は復学の事由が疾病による場合は、医師の診断書を添付

するものとする。 

 

第５章 学生証  

 

（学生証の携帯） 

第８条 学生は、本学が交付する学生証を常に携帯するとともに、本学関係者の請求があ

ったときはこれを提示しなければならない。 

２ 学生証は他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

３ 学生証を携帯しない者については、教室、図書館その他の施設、設備等の使用を禁止

することがある。 

 

（学生証の取扱等） 

第９条 学生証を汚損又は紛失したときは、学生証再交付願を学長に提出して再交付を受

けなければならない。 

２ 卒業、修了又は退学等により学生の身分を失ったときは、学生証を直ちに返還するも

のとする。 

 

第６章 健康診断 

 

（健康診断） 



第１０条 学生は、本学が毎年定期又は臨時に実施する健康診断を受診しなければならな

い。 

２ 学生は、健康診断の結果に基づいて学長が行う健康上の指示に従うものとする。 

 

第７章 学生の行為 

 

（遵守事項） 

第１１条 学生又は学生で構成する学生団体（以下「団体」という。）の本学における団体

の設立、集会、文書等の掲示、印刷物の配布並びに音響機器及び施設等の使用に関して

は、所定の手続を経るとともに、次の事項を遵守するものとする。 

（１） 学則及び大学院学則その他諸規定に違反しないこと 

（２） 本学の教育研究に支障を生じさせないこと 

（３） 本学の施設、設備等を損なわないこと 

（４） 他人に害を及ぼさないこと 

（５） その他学長が必要と認める事項 

 

第８章 学生団体  

 

（団体の設立） 

第１２条 学生が団体を設立しようとするときは、学生団体設立願に会則、会員名簿及び

活動計画書を添えて学長に提出し、その許可を受けなければならない。 

２ 団体の設立にあたっては、その構成員として学生１０人以上を必要とし、本学に常時

勤務する職員の中から顧問を定めるものとする。 

 

（顧問） 

第１３条 顧問は、団体の課外活動に係る事項について指導、助言を行い、当該団体を管

理する責任を有するものとする。 

 

（許可の有効期間） 

第１４条 第１２条第１項に規定する許可の有効期間は、当該団体が許可を受けた日から

翌年の５月末日までとする。 

 

（活動の報告） 

第１５条 団体は、大学が指定する日までに前年度の学生団体活動報告書を学長に提出す

るものとする。 

 



（団体の継続） 

第１６条 団体が第１４条に規定する有効期間を過ぎた後も引き続き活動をしようとする

ときは、学生団体継続願に当該年度の会員名簿及び活動計画書を添えて大学が指定する

日までに学長に提出し、その許可を受けなければならない。 

２ 前項の提出がない団体は、解散したものとみなす。 

 

（団体の解散） 

第１７条 団体が解散をしようとするときは、学生団体解散届を学長に提出するものとす

る。 

 

（学外団体への加入） 

第１８条 団体が学外団体に加入しようとするときは、学外団体加入届に学外団体の規約

及び活動状況等を示す書類を添えて、事前に学長に提出するものとする。 

 

（団体の学外での活動） 

第１９条 団体が本学の名称を使用して学外において活動をしようとするときは、学生団

体学外活動届に活動計画書及び参加者名簿を添えて、事前に学長に提出するものとする。 

 

（団体活動の停止又は解散） 

第２０条 団体活動が次に該当するときは、学長は、当該団体の活動の停止又は解散を命 

ずることがある。 

（１） 第１１条に違反したとき 

（２） 本学の目的又は団体設立の目的に反すると認められたとき 

（３） 長期にわたって活動が行われなかったとき 

（４） その他学長が停止又は解散を必要と認めるとき 

 

第９章 集会等 

 

（集会等） 

第２１条 学生又は団体が学内において集会又は行事を開催しようとするときは、責任者  

を定め、集会（行事）等開催届を事前に学長に提出するものとする。 

 

第１０章 文書等の掲示 

 

（文書等の掲示） 

第２２条 学生又は団体が学内において文書又はポスター等（以下「文書等」という。）を



掲示しようとするときは、学生掲示板等所定の場所に限り行うことができる。ただし、

次に該当するものは、これを認めない。 

（１） 第１１条に違反するもの 

（２） 特定の個人、団体等を誹謗し、又は名誉を傷つけるもの 

（３） 営利を目的とするもの 

（４） その他学長が掲示を許可しないと判断するもの 

 

（責任者名の明記） 

第２３条 掲示する文書等には、原則、責任者の所属、学年、氏名及び掲示日を明記する。 

 

（掲示の条件等） 

第２４条 掲示する文書等の大きさはＡ０判以内とし、掲示の期間は掲示日から１週間以

内を原則とする。 

２ 掲示の期間が経過したときには、当該文書等の責任者は、これを速やかに撤去するも

のとする。 

 

第１１章 印刷物等の配布 

 

（印刷物等の配布） 

第２５条 学生又は団体が学内において印刷物、文書、新聞、雑誌等（以下「印刷物等」

という。）を配布しようとするときは、印刷物等配布届に実物見本を添えて事前に学長に

提出するものとする。 

２ 印刷物等の配布にあたっては、第２２条及び第２３条の規定を準用するものとする。 

 

第１２章 募金、販売行為 

 

（募金、販売行為） 

第２６条 学生又は団体が学内において募金又は物品の販売行為等金銭の授受を伴う行為

をしようとするときは、募金・物品販売等願を事前に学長に提出してその許可を受ける

ものとする。 

 

（募金、販売行為の禁止） 

第２７条 募金又は販売行為等が次に該当するときは、原則、これを認めない。 

（１） 第１１条に違反するとき 

（２） 営利を目的とするとき 

（３） その他学長が活動を許可しないと判断したとき 



 

第１３章 音響機器等の使用 

 

（音響機器等の使用） 

第２８条 学生又は団体が学内において音響機器等を使用しようとするときは、音響機器

等使用届を事前に学長に提出するものとする。 

 

第１４章 施設等の使用 

 

（施設等の使用） 

第２９条 学生又は団体が本学の施設、設備又は備品等（以下「施設等」という。）を使用

しようとするときは、施設等使用願を、使用する日の前日までに学長に提出し、その許

可を受けるものとする。 

 

（使用の制限） 

第３０条 施設等の使用状況が次に該当するときは、学長はその使用の制限又は中止を命

ずることがある。 

（１） 第１１条に違反するとき 

（２） 使用の目的に反すると認められたとき 

（３） その他学長が使用の制限又は中止が必要と認めるとき 

 

（使用者の責任） 

第３１条 使用者が故意又は重大な過失により施設等を破損又は紛失したときは、原状に

復するか又は損害額に相当する額を負担するものとする。 

 

第１５章 雑則 

 

（委任） 

第３２条 この規程に定めるもののほか、学生に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 


